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２００４年度採択事業の成果

事業名、実施所属 ほか 事業の概要 取組みの成果 今後の取組みNO.

　丹沢の自然のすば
らしさと自然環境問
題について発信して
いくために、丹沢らし
いエコツーリズムの
方向性を県民と協働
で検討し、エコツア
ーガイド育成プログ
ラムの開発や、エコ
ツアーガイド認証制
度の創設などを行う。

　丹沢らしいエコツーリズムの姿を検討し、
西丹沢のエコツーリズム憲章「深緑学舎」を
策定して活動理念を明確にしました。また、
エコツーリズム担い手育成講座により丹沢の
自然の価値や問題を来訪者に伝えるガイドが
育ち、丹沢大山自然再生計画の主要施策のひ
とつである「公園の適正利用の普及啓発」の
実現に寄与しました。
　一方、丹沢エコツアーガイド認証制度の創
設やガイドの継続的な育成が課題となってい
ます。

　エコツーリズム
の担い手の育成に
ついてはNPOな
どとの協働で継続
してまいります。
　また、丹沢エコ
ツアーガイド認証
制度の創設を引き
続き検討してまい
ります。

　相模湾沿岸地域の
歴史的建造物など貴
重な「邸園」（※）を
「地域迎賓館」（現「地
域交流館」）などとし
て活用し、「広域観光
型の公園ゾーン」を
形成することにより、
邸園・まちなみ・風景
の保全・再生と首都
圏における滞在型交
流空間の再構築を図
る。（※「邸宅」＋「庭
園」→「邸園」）

　地域交流館（葉山館、大磯館）のモデル的
な運営、大磯近代歴史文化公園ゾーンの整備
着手、NPOを主体としたイベント実施によ
る邸園文化交流など、当初の事業の目標を達
成する成果が上がりました。
　一方、現在の取組みはスポット的な保全・
活用段階であり、相模湾沿岸地域などに数多
く点在する、近代建造物と邸園を保全・活用
した地域づくりを推進するためには、より恒
常的な保全・活用のしくみづくりに向けた取
組みが課題となっています。

　今後、県、関係
市町、NPOなど
による「邸園文化
交流推進協議会
（仮称）」を設置
し、民間所有邸園
などの保全・活用
のしくみを検討す
るなど「邸園文化
圏再生構想推進事
業」において事業
展開を図ります。

　地産地消の推進や
かながわの農産物の
ブランド力アップなど
を図るため、生産履
歴開示システムの整
備や消費者などによ
る農業体験学習など
を通じて、かながわ
農産物「安全」「安心」
システムを構築する。

　生産者自らが食品の安全確保などを達成す
ることを目的として実施する農業生産工程管
理手法（ＧＡＰ）基準を作成したことにより、
消費者ニーズに対応した県内農産物の生産の
可能性を探ることができました。
　ＧＡＰ手法を生産者などに普及啓発し、実
際に農産物の安全・安心のシステムを構築し
ていくことが今後の課題となっています。

　国におい て 、
２００７年4月に策定
した「２１世紀新
農政２００７」の中で
農業生産段階にＧ
ＡＰの導入・推進を
打ち出しており、本
県のこれまでの取
組みも踏まえ、引
き続きＧＡＰの導
入を推進してまい
ります。

　ＩＴ基盤の整備が遅
れている中小製造業
を支援するために、
低コストのボードコ
ンピュータや基本ソ
フトウェアの開発・実
用化などを行い、製
造業における自動化・
ネットワーク化を推
進する。

　従来より低コストのボードコンピュータ及
び基本ソフトウェアを開発、実用化し、中小
製造業におけるＩＴ化のインフラ整備を促進
することにより、そのコストダウンを図り、
競争力を高めることに寄与しました。

　当該事業で蓄積
した組込ボードコ
ンピュータの技
術、研究成果など
のさらなる普及、
展開を図ってまい
ります。

「邸園文化圏」再生構想事業

実施所属 都市整備公園課
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額 ３６,７１７千円
決 算 額 ３６,５３８千円

丹沢エコツーリズム発信事業

実施所属 自然環境保全センター
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額  ５,９００千円　
決 算 額  ５,８５０千円

かながわ農産物安全安心
システム推進事業

実施所属 農業振興課
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額   ５,６１０千円　
決 算 額   １,３７５千円

中小製造業における
ＩＴ化推進支援事業

実施所属 産業技術センター
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額  １０,５５０千円
決 算 額 ９,８５９千円

職員提案事業制度について

職員提案事業制度は、県政の抱える課題の解決に資する事業を職員自らが提案・実施することで、県民サー
ビスの向上と職員の意欲及び企画力の向上を図ることを目的に、２００３年度から実施しています。今回、２００４
年度に採択された4事業が所期の事業期間を終えましたので、取組みの成果とともに、今後の取組みをお知ら
せします。また、現在取り組んでいる事業について、あわせてお知らせします。
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